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第１章 基本的な考え方 

１．第２期総合戦略策定の趣旨 
 

わが国の人口は、2008 年をピークに減少局面に入っており、2017 年 10

月 1 日現在の人口推計によると、総人口は 1 億 2,670 万 6 千人と、7 年連

続の減少となっています。65 歳以上の高齢者人口は、3,515 万 2 千人、総

人口に占める割合（高齢化率）は、27.7％と過去最高を記録し、高齢化は

世界的に見ても空前の速度と規模で進行しています。 

 

  2018 年の日本の地域別将来推計人口では、2040 年における推計値につい

て、前回よりも総人口が減少した地方公共団体は全体の約 7 割、人口規模

別の分析では、人口規模の小さい市町村ほど人口減少や高齢化の傾向が強

まっており、前回の推計よりも大変厳しい状況となっています。 

 

  また、2045 年の総人口は、東京都を除いたすべての道府県で 2015 年を

下回ると推計されており、全体的な動向において、わが国の人口減少に歯

止めがかかっておらず、人口減少と高齢化は依然として深刻な状況であり

ます。 

 

  ふるさと枝幸町は、森や海の豊かな自然からの恩恵を受け、140 年の歴

史を重ねながら地域の発展に尽くされた多くの先人たちの努力によって、

活気あるまちが築き上げられてきました。 

 

  本町はいま、出生率の低下や町外への人口流出によって、1960 年をピー

クに人口が減少し続け、2018 年に公表された日本の地域別将来推計人口で

は、2040 年には 5,000 人を下回るまで人口減少が進み、地域の衰退が懸念

されています。 

 

  自然に恵まれた豊かな本町での生活を、将来の世代にしっかり引き継い

でいくためには、人口減少と向き合い、地域産業の活力の好循環を生み出

すため、デジタルの力を活用しつつ、地域の個性を生かしながら本町の社

会課題解決や魅力向上の取組を加速化・深化させることが必要です。 

 

そのためには、「ひと」をつくり、「ひと」が「しごと」をつくり、そし

て誰もが便利で快適に暮らせるデジタル社会と共存した「〝えさし〟らし

いまち」をつくる地方創生に取り組むため、現行の「総合戦略」に続く、

次期 6 か年の「枝幸町デジタル田園都市国家構想の実現に向けたふるさと

創生総合戦略」（以下「本総合戦略」という。）を策定します。 
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２．第２期総合戦略の位置づけ 

本総合戦略は、「まち・ひと・しごと創生法」第 10 条に基づく、「市町村

まち・ひと・しごと創生総合戦略」であり、本町における人口の現状と目

指すべき将来の方向性を示した「人口ビジョン」を踏まえ、幅広い関係者

の参画のもと、本町の「まち・ひと・しごと創生」に向けて、より効果の

高い施策を選択し集中的に実施していくための戦略として策定しています。 

 

３．計画期間 

国の総合戦略の期間は令和 5 年度から令和 9 年度となっていますが、本

総合戦略の期間は、新型コロナウイルス感染症の影響による進捗の遅れや、

一体的に推進する「第 2 次枝幸町まちづくり計画」との計画期間の乖離を

調整するため、当初の令和 6 年度までの期間を 1 年間延長し、令和 2 年度

から令和 7 年度までの 6 年間とします。なお、社会環境の変化や施策の進

捗状況などの必要に応じ、見直すものとします。 

 

４．第２次枝幸町まちづくり計画等との関係 

第 2 次枝幸町まちづくり計画では、本町が将来像として掲げる「こころ

が結ぶ『森と海』優しさと活気あふれる北の理想郷」の実現につなげてい

くため、住民一人ひとりが優しさをもち、助け合いながら、ここに住むす

べての人が元気で活気あふれるまちづくりを目指しています。 

  本総合戦略は、まちづくりの基本理念を踏まえつつ、長期的な視点に立

って、人口減少の克服と地方創生の目的を達成するための具体的な目標、

施策を位置づけるものです。まちづくり計画や各分野の個別計画において、

本町のさまざまな分野にわたる総合的な発展・振興を目指す中で、本総合

戦略の目的を達成する観点から、戦略的・一体的に施策を推進するものと

します。 
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（２）人口ビジョンでの目指すべき将来の方向 

人口減少に歯止めをかけ、将来にわたり活力あるまちを維持していくた

めには、社会減・自然減に対応し、安定的な人口規模の確保や人口構造の

若返りを図るとともに、デジタルの力を活用した子育て環境の整備や雇用

の場の拡大・創出など総合的に取り組むことが重要です。 

これらを踏まえ、本町が目指すべき将来の方向として、3 つの基本的視

点を定めます。 

 

 
【視点１】 枝幸町への人の流れをつくり、若い世代の定住を促進する 

将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析では、自然増よりも

社会増の影響が大きくなっており、社会増をもたらす転入増加対策や転出

抑制対策が人口減少の歯止めに効果的である。 

このことから人口減少を抑制するために若い世代の UI ターン※１促進や

自然豊かな本町で安心して過ごしていただくための移住による本町への新

たな人の流れをつくるとともに、次代を担う若い世代の定住を促進するこ

とが重要である。 

 

 
【視点２】 安心した結婚、出産、子育ての実現 

出生数に大きく影響する 20～30 代の若い世代の未婚率が高いことから、

出会いの場づくりなどにより結婚を促し、婚姻率の向上を図ることが重要

となる。 

人口維持水準とされる合計特殊出生率 2.07 に対し、本町の合計特殊出生

率は 1.51 となっており、2040 年（令和 22 年）には年少人口が半減以下に

なることが見込まれる。このようなことから、長期的な人口の減少に歯止

めをかけるためにも、合計特殊出生率の向上を図る必要がある。 

 

 

【視点３】 豊かな地域資源を活用し安定した雇用をつくる 

本町は豊かな水産資源を有したオホーツク海に面し、サケ、ホタテ、毛

ガニなどの水産業と良質な牛乳を生産する酪農が基幹産業であり、これら

を中心とした産業振興により安定した雇用の確保・充実が重要となる。 

また、【視点１】に示したように、今後は、転入増加対策をさらに強化す

ることが重要であり、そのためには新たな産業の創出による雇用拡大が必

要である。 

 

 
※１

ＵＩターン  
  Ｕターンは出身地から他都市に移住した人が再び出身地に戻ること。Ｉターンは出身地とは

別の都市に移住すること。  
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の場や学ぶ

きるよう、

を進めま

都市部に

創出・拡大

着すること

基本目標

恵まれた

の大切な財

るため、環

基幹産業

図るととも

中小企業の

体となった

地域が活気

数値

目標

数値

目標

標２≫ ふ

に誇りと愛

機会の充実

地域特性を

す。 

住みなが

と、新たな

ができる体

標３≫ 活

自然環境か

産を守り、

境の保全対

である漁業

に、オホー

活性化、

「オホーツ

にあふれ働

①関係

（2018年
（３回以

②外国

（2019年

①漁獲金

（2019年

②農業

（2018年

③製造

（2016年

るさとに

愛着をもつ

実を図り、

を活かした

らも本町と

な在留資格

体制の整備

力にあふ

から生みだ

、豊かな地

対策を強化

業や農業の

ーツク枝幸

６次産業化

ツク枝幸ブ

働く場に恵

人口数 １

年基準値 ４
以上）、ふる

人居住者数

年10月基準値

金額

年実績 １１

生産額

年度実績 ６

品出荷額

年統計数値
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に誇りと愛

つことがで

本町で暮

た教育力の

とのつなが

格に対応し

備を進めま

ふれた‘

だされてい

地域資源を

化します。

の生産力の

幸の地域資源

化など新た

ブランド」確

恵まれた、

１０，００

４，２８１人
るさと教育

数 ２３７

値 １５８人

毎年 １２

０億円）

毎年 ６

６５億円）

２０５億

１８７億円か

愛着がも

できるよう

暮らす子ど

の向上と地

がりを深め

した外国人

ます。 

しごとづ

いる美しい

を生かした

 

の安定強化

源を活用し

たな産業の

確立に向け

しごとづ

０人

人 ふるさと
、地域の学

人

人から５０％

２０億円

５億円

円

から10％増

てる‘ひ

、地域活動

どもがグロー

地域が連携

、継続で

人材の受入環

づくり’ 

い景観と、森

産業の持続

化と、林業の

した、特産

創出を促進

けた取り組み

づくりを進め

と納税リピー
び者数）

％増）

）

ひとづく

動を通じた

ーバルに活

した、ひと

きる関係人

環境や地域

森・川・海

続的な発展

の成長産業

品の販路拡

進し、地域

みの推進か

めます。 

ーター

り’ 

た交流

活躍で

とづく

人口の

域に定

海など

展を図

業化を

拡大、 

域が一

から、



 

 

≪基
 

活

ー

上
 
  

図

発

全

 
 
 
 
 
 
 
 

 

３．

な

推

全 
  

創

生

ま

認

ま 
  

的

指

く

を

の

 

 

基本目標

すべての

活用（実装

ート産業推

上につなげ

また、自治

図り、住民

発信をはじ

全な地域づ

推進体

本総合戦

など町全体

推進（Do）、

全体が関わ

そのため

創生本部会

生総合戦略

ます。また

認をいただ

ます。 

また、本

的な施策を

指標：KPI）

各数値目

、その結

を明確化す

の展開を図

数値

目標

標４≫ 魅

基本目標や

）した社会

進などの様

、個性を生

治体 DX を

ニーズに応

め、特に次

くりに向け

体制と進捗

略は、人口

で共有し、

点検・評

り、スピー

、庁内では

議」と、産

有識者会議

、町議会に

くものと

総合戦略の

示し、各施

を設定し

標、指標に

果によって

ることで、

ります。 

①マイ

②枝幸

③情報

力ある地

や具体的な

会的課題解

様々なデジ

生かした魅

推進し、デ

応じたシン

次世代を担

けた環境整

捗管理 

口減少に関

、協働して

価（Check

ード感と高

は、町長を

産官学金等

議」ととも

においても

し、必要に

の推進にあ

施策の効果

し、PDCA サ

については

て得られた

、町全体で

ナンバーカ

町公式アプ

システムの
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地域の‘基

な施策の展

解決・魅力

ジタル技術

魅力ある地

デジタル技

ンプルな行

担う子育て

整備を進め

関する認識

推進する計

k）、改善

い実効性

を本部長と

等で組織す

もに、策定

も、策定や

に応じて国

あたっては

果を客観的

サイクルに

は、実施し

た成果を測

での目標の

カードの保

プリの利用

の標準化対

基盤づく

展開にあた

力向上」を

術導入で町

地域の基盤

技術を活用

行政サービ

てや教育へ

めます。 

識を町民、

計画である

（Action）

を確保する

とする「枝

する「枝幸

定、進捗管

や効果検証

国、道、近

は、政策分

的に検証で

より実効性

した事業の

測定する成

の共有化と

有率 ８０

率 ７０％

応事務 １

り’ 

っては「

常に意識

町全体の効率

盤整備を進め

した行政事

ビスの構築や

への支援の充

地域、団体

るため、計画

の各過程

ることが必

枝幸町まち

幸町まち・

管理、施策

証において意

近隣市町村

分野ごとの基

きる指標

性を高めま

量を測定す

成果指標を原

成果を重視

０％

％

１８業務

デジタルの

・共有し、

率化や生産

めます。 

事務の効率

や総合的な

充実と安心

体、企業、

画策定（Pl

においても

必要となり

・ひと・し

ひと・しご

を推進して

意見や内容

との連携を

基本目標と

（重要業績

ます。 

するもので

原則とし、

視した取り

の力を

、スマ

産性向

率化を

な情報

心、安

、行政

lan）、

も、町

ます。 

しごと

ごと創

ていき

容の確

を図り

と具体

績評価

ではな

、目標

り組み
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４．総合戦略を踏まえた施策の推進 

国の総合戦略に示されている「政策５原則」（自立性・将来性・地域性・

直接性・結果重視）の趣旨や施策の方向を踏まえ、効果的な施策の推進を

図ります。 
 

◆国の総合戦略における政策５原則抜粋 

 （１）自立性 

   各施策、構造的な問題に対処し、地方公共団体等の自立につながるようにする。 

 （２）将来性 

   地方が自主的かつ主体的に、前向きに取り組むことを支援する施策に重点を置く。 

 （３）地域性 

   各地域の実態に合った施策を支援することとし、各地域は客観的データに基づき 

実情分析や将来予測を行い、「地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定す 

るとともに、同戦略に沿った施策を実施できる枠組みを整備する。 

 （４）直接性 

   限られた財源や時間の中で、最大限の成果を上げるため、施策を集中的に実施す 

る。住民代表・産官学金労の連携を促すことにより、政策の効果をより高める工夫 

を行う。 

 （５）結果重視 

   明確な PDCA サイクルの下に、短期・中期の具体的な数値目標を設定し、政策効 

果を客観的な指標により検証し、必要な改善等を行う。 

 
◆国のデジタル田園都市国家構想総合戦略における施策の方向抜粋 

 ・デジタルの力を利用した地方の社会課題解決 

①地方に仕事をつくる 

   ②人の流れをつくる 

   ③結婚・出産・子育ての鬼謀をかなえる 

   ④魅力的な地域をつくる 

 ・デジタル実装の基礎条件整備 

①デジタル基盤の整備 

   ②デジタル人材の育成・確保 

   ③誰一人取り残されないための取組 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

５．

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【

 

総合戦

１
２
３

【基本姿勢

基本目標 

具体的な施

デジタ

住みたい

続けた

‘まちづ
・出生数 

  毎年 50 人

・転入者数（1

20％増の

・転出者数（1

20％減の

戦略の体系

「人口

 枝幸町へ
２ 安心した
３ 豊かな地

枝幸町デ

勢】 産 業

施策の展開 

選択と集

タルの力を

・住み 

い 

くり’ 

人 

5～49 歳） 

259 人 

5～49 歳） 

156 人 

・

（

・

系 

総
切れ目のない

基本
効果の高

口ビジョン

への人の流れを
結婚・出産

地域資源を活用

枝幸町まち

デジタル田

ふる

経 営 基 盤

集中！「〝

を活用（実

ふるさとに誇

愛着がもて

‘ひとづく
関係人口数

10,000 人

と 納 税 リ ピ

（３回以上）、ふ

教育、地域の

外国人居住者

50％増の 23

- 10 -

点検と検証を
い地方創生第

本的視点を実
高い施策の取

ン」からの

をつくり、若
・子育ての実
用し安定した

・ひと・しご

園都市国家

さと創生総

盤 の 安 定

〝えさし〟

実装）した社

誇りと 

てる 

り’ ‘

（ふるさ

ー タ ー

ふるさと

学び者）

者数 

37 人 

・漁

・農

・製

を踏まえ 
2 期の取り組

実現する
取り組み方針

の３つの基

若い世代の定
実現 
た雇用をつく

と創生総合戦略

家構想の実現

総合戦略 

定 強 化 （

らしさ 」

社会的課

活力にあふれ

しごとづく

漁獲金額 

毎年 120 億円

農業生産額 

毎年 65 億円

製造品出荷額

205 億円 

組みへ 

針 

本的視点 

定住を促進す

くる 

略

現に向けた

（ 地 域 ビ

への挑戦

題解決・魅

た   

り’
魅

‘基

円 

・マイ

の保

・枝幸

利用

・情報

化対

する 

た 

ジ ョ ン

戦 

魅力向上

魅力ある地域の

基盤づくり’

イナンバーカー

保有率 80％ 

幸町公式アプ

用率 70％ 

報システムの標

対応事務 18

）  

上 

の 

’ 

ード

リの

標準

業務



 

 

第３

１．

  
を

る

支
 
  

も

を

ム

し
 

み

り

る
 
 

（１

①

 
②

 
 

 
 
 

 

３章 具

結婚・

本町の人

をする人を

ることの魅

支援など、

本町に定

もらい、UI

を活用した

ムの構築な

し、不安な

町民が健

みを行うほ

、子ども

るまちづく

１） 結婚

① 結婚の

結婚機会

② 地域の

が一体と

 

地域交流イ

婚活イベン

数 

結婚新生活

出会いの場

結婚支援組

結婚新生活

重要業績評

具体的な施

具体的な

子育て

口を確保

増やす観点

力の発信や

切れ目のな

住する人を

ターンを

住まいの確

どによる情

く移住・定

康でいきい

か、高齢化

からお年寄

りを進めま

婚支援  

希望が叶え

の充実を図

人材活用や

なった結婚

指  

イベント・婚

ント・結婚支

活支援件数 

施   策 

場の創出 

組織の運営支

活の支援 

評価指標（

施策

な施策の

・定住×

し、人口構

点が大切に

や、結婚に

ない取り組

を確保する

検討するき

確保や仕事

情報発信力

定住ができ

いきと暮ら

化社会に対

寄りまで、

ます。 

   

えられるよ

図ります。

や結婚支援

婚対策に取

標  名

婚活イベン

支援組織を通

支援 

KPI） 
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展開 

×まちづ

構造の若返

になります

に向けたイ

組みを進め

るためには

きっかけに

事・生活環

力を高め、

きる体制づ

らしていけ

対応した持

元気で安

    

よう、婚活

 

援策を協議

取り組みま

トの参加者

通じた婚姻

継続事業
◆地域交
新規事業
◆結婚支
新規事業
◆結婚新

くり 

返りを図る

す。本町で

イベント等

めます。 

は、〝えさ

にしてもら

環境の整備

移住・定

づくりを進

けるよう、

持続可能な

安心して日

   

活イベント

議・実施し

ます。 

基準値

数 34 人

件

業 
交流・婚活イ
業 
支援団体の運
業 
新生活支援助

ためには

結婚・出産

等の開催、妊

し〟らし

らうため、

備と地域情報

住相談窓

進めます。 

健康寿命

地域公共交

常生活や社

   

や出会いの

ていく体制

値（年度） 

（H30） 

― 

― 

内   容 

イベントの実

運営支援 

助成 

、結婚や子

産から子育

妊娠・出産

い魅力を知

空き家・空

報プラッ

口の設置を

をのばす取

交通の実現

社会活動を

    

の場を創出

制を構築

目標値（年

20 人（毎

5 件（R

30 件（R

実施 

子育て

育てす

産への

知って

空き地

トホー

を検討

取り組

現を図

を営め

   

出し、

し、町

年度）

毎年）

7） 

R7） 

    



 

 

（２

①

 
②

 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 妊娠

① 安心し

母子保健

② 子ども

の対応、

乳幼児健康

乳児家庭全

母親学級の

母子保健事

重要業績評

具体的な施

娠・出産支

して妊娠・

健事業の充

もを望む方

、健診・相

指  

康診査受診率

全戸訪問実施

の参加率 

施   策 

事業の充実 

評価指標（

施策

支援  

・出産・子

充実を図り

方や子育て

相談の充実

標  名

率 

施率 

KPI） 
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子育てがで

ます。 

てに必要な

実と情報提

継続事業

◆母子健

◆妊婦・

◆乳児家

◆ハイリ

◆産後ケ

◆母親学

◆離乳食

◆出産交

◆不妊治

   

できる環境

な医療・経

供に取り組

基準値

全年齢
（

94.4％

30.8％

業 

健康手帳交付

乳幼児健診

家庭訪問 

リスク妊婦保

ケア事業 

学級 

食・親子料理

交通費助成

治療費等助成

   

づくりを推

済的支援、

組みます。

値（年度） 

齢 96.3％
H30） 

％（H30） 

％（H30） 

内   容 

付時の相談指

診 

保健指導 

理教室 

成 

    

推進するた

、子育て不

 

目標値（年

全年齢 10
（R7）

100％（R

40％（R

指導 

   

ため、

不安へ

年度）

00％ 
 

R7） 

R7） 

    



 

 

（３

①

 
②

 
③

 
 
 

 

 

 

 

 

３） 育児

① 子ども

産・育児

② 地域コ

士の多世

③ 子育て

よう、利

枝幸町は子

割合 

ファミリー

動数 

保育教諭修
者数 

多世代交流

保育環境の

保育資格者

重要業績評

具体的な施

児・子育

も・子育て

児までの長

コミュニテ

世代が交流

て家庭が子

利用しやす

指  

子育てをしや

ーサポートセ

修学資金貸

流イベントの

施   策 

の整備と負担

者育成・確保

評価指標（

施策

て支援

て施策の重

期的・総合

ティの中で

流するイベ

子育て支援

すいツール

標  名

やすい「ま

センター会

貸付事業を活

の参加者数

担軽減 

保 

KPI） 
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重点化と事

合的な支援

で子育てが

ベントや親

援に関する

ルを活用し

ち」だと思

員数・援助

活用した就

 

継続事業

◆延長保

◆地域子

◆多子世

◆南宗谷

◆幼児教

 

新規事業

◆認定こ

◆子育て

新規事業

◆保育教

   

事業の絞り

援と子育て

ができるよ

親同士の交

るサービス

、積極的な

基準値

う
そう思
らかと
そう思
59.3％

活 会員
援助

436 件

業

561 人

業 

保育・一時保

子育て支援セ

世帯保育料軽

谷子ども通園

教育・保育の

業 

こども園整備

て支援エリア

業 

教諭修学資金

   

込みを行い

環境の整備

う、子育て

流機会の拡

や制度の情

な情報発信

値（年度） 

思う・どち
というと
思う割合
％（H30） 

数 76 人 
助活動数 
件（H30）

― 

人（H30）

内   容 

保育 

センター 

軽減支援 

園センター 

の無償化 

備事業 

ア形成による

金貸付事業 

    

い、妊娠か

備を図りま

て家庭と住

拡充を図り

情報が得ら

信を行いま

目標値（年

そう思う・
らかとい
そう思う
90.0％（

会員数 11
援助活動

550 件（毎

5 人（R

600 人（毎

る複合施設

   

から出

ます。 

住民同

ります。 

られる

ます。 

年度）

・どち
うと
割合
R7） 

10 人 
動数 
毎年）

7） 

毎年）

整備 

    



 

 

 

 

（４

①

 
②

 
③

 
④

 
⑤

 
 
 
 
 

 

地域子育て

交流の促進

子育て支援

４） 定住

① 空き家

民間賃貸

安心して

② 住宅建

町内事業

となった

③ 遊休地

極的な活

④ 本町で

験や、移

る機会の

⑤ 国保病

診療科を

携強化、

供します

代に向け

具体的な施

施   策 

て支援の充実

進 

援 

住対策  

家・空き地

貸住宅の積

て働き・暮

建設費や空

業者に対す

た住環境の

地となって

活用を促進

での暮らし

移住・定住

の充実を図

病院では、

を維持・拡

、医師・医

す。また、

けては、地

施策

実と多世代

   

地情報の把

積極的な情

暮らせる住

空き家除却

する従業員

の整備を進

ている町有

進します。

しを体験で

住相談窓口

図ります。

幅広い世

拡大し、医

医療スタッ

今後、医

地域で支え

- 14 -

代

継続事業

◆放課後

◆放課後

◆ファミ

◆「歌種

流の促

継続事業

◆出生祝

◆子育て

◆子育て

◆インフ

◆子育て

 

    

把握と空き

情報提供、

住まいの確

却費用の助

員用住宅の

進めます。

有地の整理

 

できるよう

口の設置を

 

世代に安心

医療 ICT を

ッフの確保

医療介護の

えるための

業 

後児童クラブ

後子ども教室

ミリーサポー

種」・「にじの

促進 

業 

祝金 

てブックスタ

て応援助成

フルエンザ予

て支援予防接

   

き家・空き

公営住宅

保を目指

成、特定公

の助成制度

 

理を行い、

、週末や

を検討し、

心して暮ら

を活用した

保により安

の大きな需

体制づく

内   容 

ブ 

室 

ートセンター

の森」を活

タート 

予防接種費用

接種費用助成

   

地バンク登

の計画的な

します。 

公共賃貸住

などを検討

個人向け分

夏休み・冬

移住後の生

していただ

地域セン

定した医療

要が見込ま

りを進めま

ー 

活用した多世

用助成 

成 

    

登録の勧奨

な整備を進

住宅の整備

討し、官民

分譲地とし

冬休みの移

生活につい

だけるよう

ター病院と

療サービス

まれる高齢

ます。 

世代交

   

奨や、

進め、

備拡充、

民一体

して積

移住体

いて知

う複数

との連

スを提

齢者世

    



 

 

 

 
 

 

空き家・空

特定公共賃

遊休町有地

移住暮らし

医療技術者
付事業を通

安心して働

い・空間の

移住希望者

地域医療体

成・確保 

重要業績評

具体的な施

指  

空き地バンク

賃貸住宅の戸

地の売却件数

し体験者数

者等修学資金
通じた就業者

施   策 

働き・暮ら

の確保 

者の増加対策

体制の維持

評価指標（

施策

標  名

ク登録件数

戸数 

数・面積 

（コテージ

金貸付・就業
者数 

せる住ま

策 

持と人材育

KPI） 

- 15 -

 

活用） 

業時一時金

継続事業

◆空き家

◆公営住宅

◆公営住宅

◆民間賃貸

新規事業

◆空き家対

◆特定公共

◆遊休町有

◆都市計画

推進 

◆住宅建設

◆空き家等

検討事業

◆雇用促進

金制度

継続事業

◆移住情報

新規事業

◆移住暮ら

検討事業

◆移住・定

継続事業

◆医療 IC

◆広域第

◆医療技術

付制度

検討事業

◆将来に向

基準値

9 件

42 戸

貸
5 人

内

・空き地バ

宅整備 

宅改善（長

貸住宅情報

対策計画 

共賃貸住宅

有地の宅地

画公園・公

設費助成 

等除却費助

進・産業振

報の充実と

らし体験 

定住相談窓

T の活用（電

2 次救急医

術者等修学

向けた医療

値（年度） 

（H30） 

（H30） 

― 

― 

（H30） 

内   容 

ンク登録制

寿命化） 

の提供 

の整備拡充

利用 

共施設緑地

成 

興に向けた

発信 

口の設置 

電子カルテ

療事業負担

資金貸付・

介護体制の

目標値（年

20 件（R

46 戸（R

16 件・5,3
（R7）

500 人（

10 人（R

制度 

充 

地の見直し計

た住宅建設等

・遠隔画像

担 

就業時一時

の構築 

年度）

R7） 

R7） 

328 ㎡
 

R7） 

R7） 

計画の

等奨励

診断）

時金貸



 

 

（５

①

 
②

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５） 健康

① まち全

生涯現役

② 健康の

め、豊か

した運動

みを進め

特定健康診

健康マイレ

健康づくり

生涯現役の

重要業績評

具体的な施

康なまち

全体の健康

役で働ける

の維持や病

かな自然環

動を推進す

めます。 

指  

診査受診率 

レージ参加者

施   策 

りへの機運醸

の健康維持 

評価指標（

施策

づくり

康づくりに

る地域づく

病気の予防

環境を活か

するため総

標  名

者数 

醸成 

KPI） 
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に対する機

りを目指

防には、運

かした歩き

総合型地域

継続事業

◆チャレ

◆「健康

継続事業

◆健康相

◆健康マ

◆すこや

◆健康教

◆国保特

◆インフ

（65 歳以

   

機運の醸成

します。

運動や人と

きたくなる

域スポーツ

基準値

35％

274 人

業 

レンジデー

康のひろば」

業 

相談・訪問指

マイレージ

やかロード

教室（運動

特定健康診査

フルエンザ予

以上の国保被

   

を図り、健

の交流が効

取り組みや

クラブと連

値（年度） 

（H30） 

人（H30）

内   容 

による定期

指導・各種健

・栄養など）

査個人負担額

予防接種費用

被保険者な

    

健康だから

効果的であ

や、一年間

連携した取

目標値（年

60％（R

500 人（毎

期的な情報

健（検）診

） 

額の軽減 

用助成 

ど） 

   

らこそ

あるた

間を通

取り組

年度）

R7） 

毎年）

発信 

 

    



 

 

（６

①

 
②

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

６） 持続

① 既存の

ともに、

を支える

② 枝幸市

おける新

公共交通サ

高齢者の外

既存路線の

交通網の構

重要業績評

具体的な施

続可能な生

の都市間バ

、歌登線・

る公共交通

市街地の交

新たな公共

指  

サービスに対

外出率 

施   策 

の見直しと持

構築 

評価指標（

施策

生活交通

バスや郊外

・三笠線を

通サービス

交通結節点

共交通の導

標  名

対する満足

持続可能な

KPI） 

- 17 -

通の確保

外線（浜頓

を含めたバ

スを検討し

点機能の強

導入につい

度 

な

新規事業

◆地域公

◆わかり

 

   

頓別線・雄

バス路線の

ます。 

強化や交通

て検討しま

基準値

12.2％

76.9％

業 

公共交通の再

りやすいバス

   

武線）の効

再構築によ

空白地域

ます。 

値（年度） 

％（H30） 

％（H30） 

内   容 

再編成 

スマップ等の

    

効率化を図

より、町内

・空白時間

目標値（年

20.0％（

80.0％（

の作成・周

   

図ると

内移動

間帯に

年度）

R7） 

R7） 

知 
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２．人の流れ・地域づくり×ひとづくり 

  現在の人の流れを変え、新たな人の流れを生み出すためには、「ふるさと

愛」を育むことが重要です。 

子どもたちが地域に関わることの深化は、自分たちが生まれ育った場所

を大事にしようとする心の醸成につながるだけでなく、将来の UI ターン人

材の確保にもつながります。 

  地域とのつながりを創出し、地域を支える子どもたちが育つまちを創っ

ていくため、「ふるさと愛」あふれる、ひとづくりの取り組みを強力に進め

ます。 
 

都市部に住みながらも地方とつながりを深め、地域や地域の人々と多様

に関わる「関係人口」は、地方の活性化や移住希望者の裾野を広げる有効

な取り組みです。 

ふるさとに想いを寄せる地域外の人材と継続的に関わりを深め、関係性

の持続を支える受け皿づくりを進め、「関係人口」の創出・拡大を図ります。 
 

外国人材は、新たな在留資格の創設の流れから、今後、地域経済を支え

る重要な存在であるため、生活者・学習者・就業者として外国人材を積極

的に受入れ、地域の定着に向けた環境整備を促進します。 

 

（１） ふるさと教育                         

① 高校生は地域コミュニティや地方創生に活力を与える重要なプレー

ヤーであることから、地域とつながりを持った「ふるさと教育」を推

進し、グローバル人材の育成を図るとともに、「ふるさと回帰」ネット

ワークを構築し、一旦は地元を離れた人材に対する UI ターンの新たな

流れをつくり、地域の担い手確保に取り組みます。 
 

② 枝幸高等学校を地域の拠点校として位置付け、能動的に学ぶことが

できる ICT を活用したアクティブラーニング※２の環境整備や公営塾の

設置などを通じて、小中高連携の取り組みを推進します。 
 

③ 地域住民とともに自然・歴史・文化の調査研究をすすめ、地域の魅

力を再発見し、価値を創造するとともに、展示や映像による町内外へ

の積極的な情報発信と、他市町村や大学などの広域連携を通じたミュ

ージアム活動の活性化から、「地域の学び」の深化と「ふるさと枝幸」

への愛郷心を育む取り組みを進めます。 

 

 

 

 

 

※２
アクティブラーニング  

  教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加を取り入

れた教授・学習法の総称。  



 

 

 
 

 

 

      

 

ふるさと回

ン者数 

ふるさと教
住定住者数

ふるさと教
学びの参加

町内中学校

全国学力調

「地域の学

高校と地域

と教育」推

重要業績評

具体的な施

指  

回帰ネットワ

教育事業を
数 

教育プラッ
加者数 

校から枝幸高

調査における

学び」参加者

施   策 

域が連携し

推進プロジ

評価指標（

施策

標  名

ワークを通

を通じた子育

トフォーム

高等学校へ

る教科の平

者数（ミュ

た「ふるさ

ェクト 

KPI） 
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じた UI タ

育て世帯の

ムで提供し

の進学率

均正答率

ージアム）

さ

新規事業

◆ICT を

整備

・タブ

◆オンラ

・オン

・オン

◆ふるさ

・地域

・目指

・カリ

・公営

・ふる

・コー

・ふる

基準値

ー

移

た

71.8％

小学校

国語

算数

中学校

国語

数学

英語

（

 1,781

業 

を活用したア

（枝幸高等学

ブレット端末

ライン英会話

ンライン学習

ンラインレッ

さと教育推進

域調査分析

指すべき人材

リキュラム、

営塾の設置、

るさと回帰ネ

ーディネータ

るさと教育推

値（年度） 

― 

― 

― 

％（H31） 

校 

61.9％ 

63.3％ 

校 

70.9％ 

53.5％ 

46.5％ 

H31） 

人（H30） 

内   容 

アクティブ

学校） 

末、無線 LA

話スクール環

習環境機器整

ッスンの実施

進 

（3C 分析、

材像、DP 等

プログラム

運営 

ネットワーク

ター、スタッ

推進主体の設

目標値（年

40 人（R

84 人（R

880 人（

90.0％（

小学校 

国語 62

算数 64

中学校 

国語 72

数学 58

英語 54

（R7）

2,000 人

ブラーニング

AN 等の整備

環境整備 

整備 

施 

アンケート

の策定 

ム確立 

ク構築 

ッフ確保、

設置、運営

年度）

R7） 

R7） 

R7） 

R7） 

2.8％

4.5％

2.1％

8.1％

4.2％

 

（R7）

グ環境

 

ト等）

育成 

 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ICT を活用

ミュージア

ェクト 

具体的な施

施   策 

用した教育の

アム活動の推

施策

の推進 

推進プロジ
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新規事業

◆ICT を

整備

◆教職員

ジ

継続事業

◆歴史と

（H30

・地域

・文化

・地域

・情報
 

新規事業

◆地域の

（R5～R7

・人材

調査

・特色

「地域

・多様

の学

・映像

信

・地域

・多様

の動

業 

を活用したア

（小・中学校

員の ICT 活用

業 

と文化が人を

～R4） 

域資源の共同

化財保護 

域の学びの深

報発信力の向

業 

の学びが未来

7） 

材ネットワー

査研究 

色ある地域資

域の学び」

様化するニー

学習機会の提

像情報を中心

域資源の核と

様な組み合わ

動きの活性化

内   容 

アクティブ

校） 

用指導力の向

をつなぐ交流

同調査 

深化 

向上 

来を開くミュ

ークを活か

資源を活用

充実 

ーズに応じ

提供 

心とする地

となる文化財

わせの広域

化 

ブラーニング

向上 

流促進 

ュージアム

かした地域資

した全世代

た学びの現

地域外への情

財の保存と

域連携を通じ

グ環境

 

資源の

代型の

現場へ

情報発

活用 

じた人



 

 

（２

①

 
②

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 関係

① 移住し

い、地域

域外から

関係人口

機会や、

② 「ふる

る受け皿

し、最終

都市部での
納税寄附者

枝幸を体験
寄附者の参

地域外の人

を持つ機会

くり 

具体的な施

重要業績評

係人口の創

した「定住

域と多様に

らの交流の

口として、

きっかけ

るさと住民

皿と、関わ

終的に移住

指  

の交流イベ
者の参加者数

験できるツ
参加者数 

施   策 

人と継続的

会の提供と

施策

評価指標（

創出・拡

住人口」で

に関わる者

の入り口を

特にふる

けづくりの

民（仮称）」

わりの階段

住定住につ

標  名

ベントにおけ
数 

ツアーへのふ

なつながり

きっかけづ

KPI） 
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拡大   

でもなく、

者である「

を増やすこ

るさと納税

の取り組み

」の制度化

段を着実に

つながる仕

けるふるさ

ふるさと納

づ

継続事業

◆ふるさ

◆地域間
 

新規事業

◆ふるさ

とした

◆「ふる

支援
 

検討事業

◆「ふる

◆関係人

プする

   

観光に訪

「関係人口

とが必要

税寄附者と

を進めます

化や継続的

にステップ

組みの構築

基準値

と

税

業 

さと納税 

間交流・同名

業 

さと納税寄附

た都市部での

るさと応援大

業 

るさと住民

人口から関わ

る施策の検討

   

れた「交流

」の創出は

であり、地

継続的なつ

す。 

的なつなが

アップでき

築を目指し

値（年度） 

― 

― 

内   容 

名自治体連携

附者（リピ

の交流イベン

大使（仮称）

（仮称）」の

わりの階段

討 

    

流人口」で

は、都市部

地域外の人

つながりを

りをサポー

きる支援を

します。 

目標値（年

50 人（毎

30 人（R

携 

ピーター）を

ント等の実

）」の任命と

の制度化 

段をステップ

   

でもな

部や地

人々が

を持つ

ートす

を検討

年度）

毎年）

R7） 

を対象

施 

と活動

プアッ

    



 

 

（３

①

 
②

 

 

 

 

 

 

 

３） 多文

① 平成

らタイや

中心に受

また、

在留外国

れるため

での外国

② 団塊の

の介護職

創設され

環境の整

サポートデ

件数 

外国人介護
た就業者数

外国人材の

介護人材ス

重要業績評

具体的な施

文化共生の

28 年 11 月

やベトナム

受入れが増

新たな在

国人は、新

め、外国人

国人材の活

の世代がす

職員が不足

れ、介護福

整備と質の

指  

デスクでの

護福祉人材
数 

施   策 

の受入環境の

スタッフの育

評価指標（

施策

の地域づ

月公布の

ムからの外

増加してい

在留資格の

新たな担い

人材の地域

活躍を促進

すべて 75 歳

足するとさ

福祉士の資

の高い人材

標  名

の外国人材へ

材育成支援協

の整備 

育成・確保

KPI） 
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づくり  

「技能実習

外国人材に

います。 

の創設によ

い手・雇用

域への定着

進します。

歳以上にな

される一方

資格を取得

材の育成・

へのフォロ

協議会を通

継続事業

◆経済団
 
新規事業

◆外国人

◆サポー
 
検討事業

◆地域交

本語教

◆新たな

継続事業

◆外国人

した人

   

習法」の施

についても

り、過去

用人材とし

着に向けた

なる 2025 年

方で、新た

得する者が

確保の取

基準値

ー

じ

業 

団体交流の促

業 

人サポート人

ートデスクの

業 

交流、歴史

教室の開設

な雇用分野と

業 

人介護福祉人

人材の育成

   

施行に伴っ

、水産加工

最高水準に

て更なる受

取り組みを

年には、全

な在留資格

増加する

り組みを推

値（年度） 

― 

― 

内   容 

促進 

人材の確保 

の設置・運営

・文化など

と住居整備 

人材育成支

・確保 

    

て、中国主

工業や酪農

に増加して

受入れが期

を推進し、

全国で約 3

格に「介護

ことから、

推進します

目標値（年

50 件（毎

6 人（R

営 

どの地域学習

支援協議会と

   

主体か

農業を

ている

期待さ

、地域

3 万人

護」が

、受入

す。 

年度）

毎年）

7） 

習や日

と連携

    



 

 

３．

  
と

水
 

の

出
 

た

き

 

（１

①

 
②

 
③

 

 

 

 

豊かな

本町の強

とともに、担

水産業」の

「強い」

の推進によ

出、企業誘

豊かな自

た自然環境

き継いでい

１） 農林

① 農業生

に対応し

り、労働

な情報発

進めます

② 森林を

業、暮ら

た施業の

スト・高

③ 国際競

衛生管理

生化対策

収益性の

る水産加

新規就農者

飼料自給率

林業就業者

重要業績評

な地域資源

みである地

担い手の確

育成を強化

農林水産業

る農林水産

致による雇

然に支え

や資源を大

くため、環

林水産業の

生産力の維

した飼養管

働負担の軽

発信と募集

す。 

を守り活か

らしを守る

の集約化や

高効率化を

競争力の高

理施設の整

策の推進か

の高い操業

加工・流通

指  

者数 

率の向上 

者数 

評価指標（

源×しご

地域資源を

確保・育成

化します。

業を基盤に

産物の付加

雇用の拡大

られ育まれ

大切に守り

環境保全の

の経営基

維持・拡大

管理の分業

軽減と農業

集活動の推

かすことは

ることにつ

や路網整備

を推進し、

高い水産業

整備促進と

から高品質

業体制への

通施設の再

標  名

KPI） 
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ごとづく

を活かした

成による事

 

にした 6 次

加価値向上

大を目指し

れている産

り続け、心

の取り組み

基盤強化

大と雇用の

業体制を強

業経営の効

推進から、

は、数十年

つながりま

備等の生産

林業の成

業を育成す

と、「生産・

質な水産物

の転換、労

再編整備を

り 

た農林水産

事業の継続性

次産業化、

上や中小企

します。 

産業の持続

心の豊かさ

みを推進し

   

の場を確保

強化する公

効率化を実

継続した

年後の未来

ます。これ

産基盤の強

長産業化を

するため、

・陸揚げ・

物供給基地

労働環境の

推進します

基準値

3 人

73.2％

59 人

産業の経営基

性向上など

オホーツ

企業の活性化

続的な発展

とともに将

ます。 

   

するため、

共育成牧場

現すると

担い手確保

の自然環境

までのス

化による森

を図ります

拠点漁港

加工」の一

の構築を図

改善や経営

す。 

値（年度） 

（H30） 

％（H30） 

（H30） 

基盤強化を

ど、「強い」

ク枝幸ブラ

化、新産業

を図り、恵

将来の世代

    

、少ない担

場の再整備

ともに、積

保の取り組

境をはじめ

トックを活

森林整備の

す。 

・港湾にお

一連した高

図るととも

営の近代化

目標値（年

7 人（R

80.0％（

65 人（R

を図る

」農林

ランド

業の創

恵まれ

代に引

   

担い手

備を図

積極的

組みを

め、産

活用し

の低コ

おける

高度衛

もに、

化を図

年度）

7） 

R7） 

R7） 

    



 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林整備事

ホタテ漁船

食品取扱施

農業生産力

手確保 

林業の成長

具体的な施

重要業績評

指  

事業量（民有

船乗組員の雇

施設 HACCP 導

施   策 

力の維持・拡

長産業化 

施策

評価指標（

標  名

有林） 

雇用者数 

導入件数 

拡大と担い

KPI） 
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い

継続事業

◆農業者

◆中山間

◆就農者

◆多面的

◆道営草

◆草地畜

◆就農者

ア 

継続事業

◆森林環

伐ほか

◆林道・

◆森林作
 

新規事業

◆森林環

 ・私有

 ・林業

・地域

・林業

・森林

・森林

・森林

基準値

1,474h

90 人

3 件

業 

者次世代人材

間地域等直接

者誘致特別奨

的機能支払交

草地整備事業

畜産基盤整備

者誘致促進セ

業 

環境保全整備

か） 

作業道整備

作業員就業条

業 

環境譲与税活

有林等整備事

業担い手総合

域材、林地残

業機械等導入

林整備環境支

林環境活用推

林整備推進事

値（年度） 

ha（H29） 

（H30） 

（H30） 

内   容 

材投資事業

接支払制度交

奨励事業 

交付金 

業 

備事業 

セミナー、

備事業等（

備 

条件整備事業

活用事業 

事業 

合対策事業 

残材有効利用

入支援事業 

支援事業 

推進事業 

事業 

目標値（年

1,575ha（

90 人（R

5 件（R

（経営開始

交付金 

新・農業人

造林・下刈

業 

用促進事業

年度）

（R7）

R7） 

7） 

型） 

人フェ

刈・間

 



 

 

 

 

 

（２

①

 
②

 
③

 
④

 
⑤

 

国際競争力
地の構築 

２） オホ

① 特産品

な食材を

ち、多く

す。 

② ふるさ

たて」は

「枝幸ほ

向上とふ

③ 農林水

な食材は

関する相

る取り組

④ 旅行ニ

交流型」

のできる

⑤ 観光客

笠山エリ

力を活用

組みや情

具体的な施

施   策 

力の高い水産

ホーツク枝

品を広く P

を届けるサ

くの消費者

さと納税で

は、ブラン

ほたて」と

ふるさと納

水産物の国

は、海外か

相談やアド

組みを進め

ニーズの多

」のニーズ

る人材育成

客の回遊性

リアを戦略

用したメニ

情報発信な

施策

産物供給基

枝幸ブラ

PR するとと

サポートを

者へ枝幸の

では、魅力

ンド化によ

として「地

納税返礼に

国内消費が

からも大き

ドバイスを

めます。 

多様化に伴

ズに対応した

成・確保の

性と滞在時

略拠点とし

ニューによ

などにより

- 25 -

基

継続事業
◆水産流
◆水産物
◆枝幸港
◆浜の活
 ・資源

上に
 ・燃油
 ・漁業
 ・直販
◆漁場管
 
新規事業
◆枝幸港
◆食品取
◆地域ブ
◆GFP グ

ランドの推

ともに、産

を行い、東

の「食」の

的な返礼品

る国内消費

地域団体商

よる物流環

が低迷して

きな関心が

を行い、事

伴い、個人の

た特色ある

の取り組み

時間を高め

した整備構

よる誘客を

り新規誘客

業 
流通基盤整備
物供給基盤機
港改修事業
活力再生交付
源管理による
による所得向
油資材の高騰
業者の人材育
販施設の整備
管理船の導入

業 
港改修事業
取扱施設 HAC
ブランド創出
グローバル産

推進  

産地から首

東京都内の

の魅力を発

品を確保し

費拡大と海

商標」にも

環境の整備

ている中、

が寄せられ

事業者の輸

の価値観や

るメニュー

を強化しま

め観光消費

構想に着手

を推進し、

・リピータ

内   容 

備事業（各漁
機能保全事業
（国直轄） 
付金 
る安定した
向上 
騰対策 
育成や関連産
備及び魚食文
入支援による

（社会資本整
CCP 導入支援
出支援事業 
産地づくり推

   

首都圏の店

飲食店との

信する取

し、中でも

海外輸出増

登録され、

備を進めま

オホーツク

ているこ

出販路拡大

やテーマ性

ーの構築と

ます。 

を呼び込む

するとと

高付加価値

ターの獲得

漁港整備）
業（各漁港維持

水揚げ、単

産業に係る
文化の普及
る雇用拡大

整備交付金
援 

推進事業 

    

舗へ安心

のつながり

り組みを進

主力であ

増大を図る

、更なる知

ます。 

ク枝幸の高

とから、輸

大の裾野を

性の強い「

と「おもてな

むため、特

もに、地域

値化による

得に努めま

 
持補修）

単価向

連携 
活動 
 

） 

   

・安全

りを持

進めま

る「ほ

るため、

知名度

高品質

輸出に

を広げ

体験・

なし」

特に三

域の魅

る取り

ます。 

    



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都内店舗と

町内事業者

気軽に体験

枝幸ほたて

オホーツク

重要業績評

具体的な施

指  

との販路拡大

者の輸出販路

験できる観光

てブランド化

施   策 

ク枝幸ブラン

評価指標（

施策

標  名

大件数 

路相談件数

光メニュー

化の助成事

ンドの推進

KPI） 
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件数 

業者数 

見直し事

◆オホー

 ・首都

 ・輸出

 ・体験

  （観光

光メ

 ・観光
 

新規事業

◆三笠山

◆枝幸ほ

・圏域

 

基準値

事業（一部）

ーツク枝幸ブ

都圏への特産

出販路拡大へ

験観光の推進

光ボランテ

メニューの構

光における産

業 

山エリア整備

ほたてブラン

域連携による

値（年度） 

― 

― 

― 

― 

内   容 

 

ブランド推進

産品 PR、販

への相談、ア

進と受入体制

ィアガイド

構築、体験拠

産官学連携 

備構想 

ンド化推進事

る物流の効率

目標値（年

10 件（R

5 件（R

10 件（R

10 事業者

進本部 

販路拡大 

アドバイス

制の充実 

ドの育成、体

拠点施設の

事業 

率化 

年度）

R7） 

7） 

R7） 

（R7）

 

体験観

活用）



 

 

（３

①

 
②

 

 

 
 

 

３） 中小

① 中小企

支援、事

などに取

企業の課

② 企業立

産業など

また、

る企業に

り、企業

新規創業件

奨学金償還

企業誘致件

中小企業等

企業誘致の

重要業績評

具体的な施

小企業等の

企業等の持

事業承継の

取り組むと

課題に応じ

立地に適し

どの産業間

地域経済

に対し、設

業立地を促

指  

件数 

還支援助成利

件数 

施   策 

等の活性化 

の推進 

評価指標（

施策

の活性化

持続的発展

の円滑化に

とともに、

じた取り組

した用地な

間連携が図

済の活性化

設備投資等

促進します

標  名

利用者数 

KPI） 
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化と企業誘

展を図るた

に向けての

販路拡大

組みを支援

などの情報

図られる企

化と雇用の

等を行う際

。 

継続事業

◆商工会

◆中小企

◆中小企

◆特定創

◆６次産

継続事業

◆奨学金

◆中小企

新規事業

◆町外小

新規事業

◆企業誘

 ・企業

 ・土地

 ・企業

検討事業

◆水産系

誘致  

ため、関係

の支援体制

大や新たな

します。

報収集と用

業誘致を積

安定拡大

際に要した

基準値

10 件

47 人

業 

会助成事業

企業振興事業

企業等活性化

創業支援事業

産業化推進事

業（一部見直

金償還支援助

企業等活性化

業 

小規模事業者

業 

誘致受入環境

業ニーズの把

地取得、施設

業との連絡調

業 

系廃棄物処理

   

機関と連携

の整備や円

事業展開、

地の確保に

積極的に推

をめざし、

費用の一部

値（年度） 

（H30） 

（H30） 

― 

内   容 

業（利子・保

化事業 

業者の認定 

事業補助制度

直し） 

助成制度 

化事業 

者の町内への

境の整備 

把握、用地の

設整備等への

調整、産業間

理の事業化 

    

携し、創業

円滑な資金

、人材育成

に努め、農

推進します

、新たに進

部助成など

目標値（年

17 件（R

68 人（R

1 件（R

保証料補給

度 

の創業助成

の確保 

の支援検討

間連携の調

   

業等の

金供給

成等、

農林水

す。 

進出す

どによ

年度）

R7） 

R7） 

7） 

） 

検討 

 

整 

    



 

 

（４

①

 
②

 

 

 

 

 

 

４） 良好

① 本町は

き環境資

形成し、

域とつな

る取り組

② 本町は

排出量を

明しまし

つの移行

この取り

ごみの排出

み・大型ご

リサイクル

良好な環境

重要業績評

具体的な施

好な環境の

は、豊かな

資源を大切

物質的・

ながる「安

組みを推進

は、脱炭素

を実質ゼロ

した。これ
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第４章 持続可能な開発目標（SDGs）の取り組み 

１．ＳＤＧｓの概要 

  平成 27 年 9 月に国連サミットにおいて、世界全体の経済、社会及び環境

の三側面を不可分なものとして調和させる統合的な取り組み「持続可能な

開発のための 2030 アジェンダ」が採択されました。 
 

2030 アジェンダは、先進国を含むすべての国に適用される国際目標で、

その中核となる「持続可能な開発目標（SDGs）」は、17 のゴール・169 のタ

ーゲットから構成されています。日本においても平成 28 年 12 月に「持続

可能な開発目標（SDGs）の実施方針」を決定し、SDGs の実現に積極的に貢

献するとしています。 
 
  この実施方針には、全国の地方自治体及びその地域で活動するステーク

ホルダーによる積極的な取り組みを推進することが不可欠であり、地方自

治体の各種計画等の策定や改訂にあたっては SDGs の要素を最大限反映す

ることを奨励する旨が記載されています。 
 
  このため、枝幸町においても各施策に関連する SDGs のゴールを明確にし、 

SDGs の実現に貢献していきます。 
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２．本総合戦略の施策とＳＤＧｓの関係 

（１）結婚・子育て・定住×まちづくり 

 

関連が深いＳＤＧｓ： 

 

２（飢餓をゼロ）、３（すべての人に健康と福祉を） 

４（質の高い教育をみんなに）、11（住み続けられるまちづくりを） 

 

総合戦略の施策 ターゲット 

母子保健事業の充実 

（P11） 

2.2 5 歳未満の子どもの発達障害や消耗性疾患について国際

的に合意されたターゲットを 2025 年までに達成するな

ど、2030 年までにあらゆる形態の栄養不良を解消し、

若年女子、妊娠、授乳婦及び高齢者の栄養ニーズへの対

処を行う。 
 

3.1 2030 年までに世界の妊産婦の死亡率を出生 10 万人当た

り 70 人未満に削減する。 
 

3.2 全ての国が新生児死亡率を少なくとも出生 1,000 件中

12 件以下まで減らし、5 歳以下死亡率を少なくとも出生

1,000 件中 25 件以下まで減らすことを目指し、2030 年

までに、新生児及び 5 歳未満児の予防可能な死亡を根絶

する。 
 

4.2 2030 年までに、全ての子供が男女の区別なく、質の高

い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育にアクセスするこ

とにより、初等教育を受ける準備が整うようにする、 

保育環境の整備と負担軽減 

（P12） 

2.2 5 歳未満の子どもの発達障害や消耗性疾患について国際

的に合意されたターゲットを 2025 年までに達成するな

ど、2030 年までにあらゆる形態の栄養不良を解消し、

若年女子、妊娠、授乳婦及び高齢者の栄養ニーズへの対

処を行う。 
 

4.2 2030 年までに世界の妊産婦の死亡率を出生 10 万人当た

り 70 人未満に削減する。 
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総合戦略の施策 ターゲット 

子育て支援（P13） 

3.2 全ての国が新生児死亡率を少なくとも出生 1,000 件中

12 件以下まで減らし、5 歳以下死亡率を少なくとも出生

1,000 件中 25 件以下まで減らすことを目指し、2030 年

までに、新生児及び 5 歳未満児の予防可能な死亡を根絶

する。 

安心して働き・暮らせる 

住まい・空間の確保（P14） 

11.3  2030 年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、

全ての国々の参加型、包摂的かつ持続可能な人間居住計

画・管理の能力を強化する。 
 

11.7 2030 年まで、女性、子供、高齢者及び障がい者を含め、

人々に安全で包摂的かつ利用が容易な緑地や公共スペ

ースへの普遍的アクセスを提供する。 

生涯現役の健康維持（P15） 

3.4  2030 年までに、非感染性疾患による若年死亡率を、予

防や治療を通じて 3 分の 1 減少させ、精神保健及び福祉

を促進する。 

既存路線の見直しと持続 

可能な交通網の構築（P16） 

11.2  2030 年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子供、

障がい者及び高齢者のニーズに特に配慮し、公共交通機

関の拡大などを通じた交通の安全性改善により、全ての

人々に、安全かつ安価で容易に利用できる、持続可能な

輸送システムへのアクセスを提供する。 
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（２）人の流れ・地域づくり×ひとづくり 

 

関連が深いＳＤＧｓ： 

 

４（質の高い教育をみんなに）、10（人や国の不平等をなくそう） 

11（住み続けられるまちづくりを）、17（パートナーシップで目標を達成しよう） 

 

総合戦略の施策 ターゲット 

高校と地域が連携した 

「ふるさと教育」推進 

プロジェクト（P18） 

4.3 2030 年までに、全ての人々が男女の区別なく、手の届

く質の高い技術教育・職業教育及び大学を含む高等教育

への平等なアクセスを得られるようにする。 

ICT を活用した教育の推進 

（P19） 

4.1 2030 年までに、全ての人々が男女の区別なく、適切か

つ効果的な学習成果をもたらす、無償かつ公正で質の高

い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

ミュージアム活動の推進 

プロジェクト（P19） 

4.7 2030 年までに、持続可能な開発のための教育及び持続

可能なライフスタイル、人権、男女の平等、平和及び非

暴力的文化の推進、グローバル・シチズンシップ※３、

文化多様化と文化の持続可能な開発への貢献の理解の

教育を通して、全ての学習者が、持続可能な開発を促進

するために必要な知識及び技能を習得できるようにす

る。 

地域外の人と継続的な 

つながりを持つ機会の提供 

ときっかけづくり（P20） 

17.17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基

にした、効果的な公的、官民、市民社会のパートナーシ

ップを奨励・推進する。 

外国人材の受入環境の整備 

（P21） 

10.2 2030 年までに、年齢、性別、障がい、人種、民族、出

自、宗教、あるいは経済的地位その他の状況に関わりな

く、全ての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治

的な包含を促進する。 

 
 
 
 
 
 ※３

グローバル・シチズンシップ  
  誰もが地球社会の一員であり、そこに参画する責任を持つ市民だという意識。  
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（３）豊かな地域資源×しごとづくり 

関連が深いＳＤＧｓ 

 

 

 
 
２（飢餓をゼロ）、４（質の高い教育をみんなに）、６（安全な水とトイレを世界中に） 

７（エネルギーをみんなに そしてクリーンに）、８（働きがいも経済成長も） 

９（産業と技術革新の基盤をつくろう）、12（つくる責任つかう責任） 

13（気候変動に具体的な対策を）、14（海の豊かさを守ろう） 

15（陸の豊かさも守ろう）、17（パートナーシップで目標を達成しよう） 

 

総合戦略の施策 ターゲット 

農業生産力の維持・拡大と 

担い手確保（P23） 

2.4 2030 年までに、生産性を向上させ、生産量を増やし、

気候変動や極端な気象現象、干ばつ、洪水及びその他の

災害に対する適応能力を向上させ、斬新的に土地と土壌

の質を改善させるような、持続可能な食料生産システム

を確保し、強靭（レジリエント）な農業を実践する。 

林業の成長産業化（P23） 

15.2 2020 年までに、あらゆる種類の森林の持続可能な経営

の実施を促進し、森林減少を阻止し、劣化した森林を回

復し、世界全体で新規植林及び再植林を大幅に増加させ

る。 

国際競争力の高い水産物 

供給基地の構築（P24） 

9.2 包摂的かつ持続可能な産業化を促進し、2030 年までに

各国の状況に応じて雇用及びＧＤＰに占める産業セク

ターの割合を大幅に増加させる。後発開発途上国につい

ては同割合を倍増させる。 

オホーツク枝幸ブランドの 

推進（P25） 

8.9 2030 年までに、雇用創出、地方の文化振興・産品販促

につながる持続可能な観光業を促進するための政策を

立案し実施する。 

中小企業等の活性化（P26） 

4.4  2030 年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働

きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を

備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。 
 

8.3 生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベー

ションを支援する開発重視型の政策を促進するととも

に、金融サービスへのアクセス改善などを通じて中小零

細企業の設立や成長を奨励する。 
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総合戦略の施策 ターゲット 

良好な環境保全対策（P27） 

6.b 水と衛生に関わる分野の管理向上における地域コミュ

ニティの参加を支援・強化する。 
 

7.3 2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を

倍増させる。 
 

12.3 2030 年までに小売・消費レベルにおける世界全体の一

人当たりの食料の廃棄を半減させ、収穫後損失などの生

産・サプライチェーン※４における食品ロスを減少させ

る。 
 

12.4 2020 年までに、合意された枠組みに従い、製品ライフ

サイクルを通じ、環境上適正な化学物質や全ての廃棄物

の管理を実現し、人の健康や環境への悪影響を最小化す

るため、化学物質や廃棄物の大気、水、土壌への放出を

大幅に削減する。 
 

12.5 2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及

び再利用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 
 

13.2 気候変動対策を国別の政策、戦略及び計画に盛り込む。
 

14.1 2025 年までに、海洋ごみや富栄養化を含む、特に陸上

活動による汚染など、あらゆる種類の海洋汚染を防止

し、大幅に削減する。 
 

15.1 2020 年までに、国際協定の下での義務に則って、森林、

湿地、山林及び乾燥地をはじめとする陸域生態系と内陸

淡水生態系及びそれらのサービス保全、回復及び持続可

能な利用を確保する。 
 

17.17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基

にした、効果的な公的、官民、市民社会のパートナーシ

ップを奨励・推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 ※４
サプライチェーン  

  製品の原材料・部品の調達から、製造、在庫管理、配送、販売、消費まで全体の一連の流れ

のこと。  
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（４）デジタル技術の活用×基盤づくり 

関連が深いＳＤＧｓ 

 

 

 
 
４（質の高い教育をみんなに）、７（エネルギーをみんなに そしてクリーンに）、 

８（働きがいも経済成長も）、９（産業と技術革新の基盤をつくろう） 

11（住み続けられるまちづくりを）、17（パートナーシップで目標を達成しよう） 

 

総合戦略の施策 ターゲット 

仕事をつくる（P29） 

4.4  2030 年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働

きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を

備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。 

8.3 生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベー

ションを支援する開発重視型の政策を促進するととも

に金融サービスへのアクセス改善などを通じて中小零

細企業の設立や成長を奨励する。 

人のながれをつくる（P29） 

4.3 2030 年までに、全ての人々が男女の区別なく、手の届

く質の高い技術教育・職業教育及び大学を含む高等教育

への平等なアクセスを得られるようにする。 

4.4 2030 年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働

きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を

備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。 

結婚・出産・子育ての希望 

をかなえる（P29） 

5.b 女性の能力強化推進のため、ICT をはじめとする実現技

術の活用を強化する。 

11.7 2030 年まで、女性、子供、高齢者及び障がい者を含め、

人々に安全で包摂的かつ利用が容易な緑地や公共スペ

ースへの普遍的アクセスを提供する。 

魅 力 的 な 地 域 を つ く る

（P29） 

7.3 2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を

倍増させる。 

11.a 各国・地域規模の開発計画の強化を通じて、経済、社会、

環境面における都市部・都市周辺及び農村部間の良好なつな

がりを支援する。 

17.17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基

にした、効果的な公的、官民、市民社会のパートナーシップ

を奨励・推進する。 
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総合戦略の施策 ターゲット 

デジタル基盤の整備（P30） 

9.1  すべての人々に安価で公平なアクセスに重点を置いた

経済発展と人間の福祉を支援するために、地域・越境イ

ンフラを含む質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靭（レ

ジリエント）なインフラを開発する 

デジタル人材の育成・確保

（P30） 

4.7 2030 年までに、持続可能な開発のための教育及び持続

可能なライフスタイル、人権、男女の平等、平和及び非

暴力的文化の推進、グローバル・シチズンシップ※３、

文化多様化と文化の持続可能な開発への貢献の理解の

教育を通して、全ての学習者が、持続可能な開発を促進

するために必要な知識及び技能を習得できるようにす

る。 

4.4 2030 年までに、技術的・職業的スキルなど、雇用、働

きがいのある人間らしい仕事及び起業に必要な技能を

備えた若者と成人の割合を大幅に増加させる。 

誰一人取り残されないため 

の取組（P30） 

11.7 2030 年まで、女性、子供、高齢者及び障がい者を含め、

人々に安全で包摂的かつ利用が容易な緑地や公共スペ

ースへの普遍的アクセスを提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


